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Ⅰ　はじめに
　中国の 2018 年の自動車販売台数は，28 年ぶ
りの前年割れ（2.8％減）を記録したものの，
2,808 万 600 台を記録し 2009 年以来の世界 1 位
の座を維持しており，世界 2 位の米国の販売台
数に 1.6 倍の差をつけている1。そのような中
で，2015 年からの中国民族系完成車メーカー
の大躍進が目立つ。2017 年上半期では 44％の
シェアを占めるまでに至っている（宮本・木
皮，2017）。このような中国民族系完成車メー
カーの躍進の裏には外資系自動車部品メーカー
の貢献があることを否めないが，自動車が 3 万
点以上の部品で構成される製品であることを考
えると，中国民族系完成車メーカーがそのほと
んどの部品を調達している中国民族系自動車部
品メーカーが力をつけてきている反証であると
も考えられる。
　本研究は，中国の民族系自動車部品メーカー
がどのように能力を構築してきたのか，そして
能力が構築されるにつれて事業形態はどのよう
に変遷したのかについて，いくつかの事例に基
づいてその特徴を明らかにしようとするもので
ある。これまで大手の民族系自動車部品メー
カーについてはある程度の先行研究が存在す
る2。しかし，これらの大手部品メーカーだけ
では自動車産業は成り立たない。本研究では，
中国自動車産業の底辺を形成している，または
形成していた，中国の中小規模の民族系自動車
部品メーカーに焦点を当てている。中国の民族
系部品メーカーは 2000 社以上あるとされ，2
次，3 次のサプライヤを入れるとその数は数万
社におよぶといわれる（沖山，2011）。2014 年
から 2018 年までの 5 年間に行った中小規模の
中国民族系自動車部品メーカーに対する現地訪
問インタビュー調査の結果を基に（表 1 参照），
その実態を明らかにしようというのが本研究の
目的である。したがって，本研究は仮説検証型
の研究でも，仮説模索型の研究でもない。どち
らかといえば，これから仮設を模索するための
下準備としてのケースを蓄積するための研究と
いってよいであろう。
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Ⅱ　重慶市の中小民族系自動車部品
メーカーの事例
1．韓国人エンジニアを活用しているA社
　重慶市に位置する A 社は，2003 年に設立さ
れており，設立当初はシートベルトを生産し
ていた。同社の社長とその兄が 1997 年に設立
した自動車部品企業から，弟が独立した形であ
る。2014 年訪問当時，A 社は企業グループを
形成していて，重慶市の A 社だけでなく，深
セン市にオルタネーターに入る電子部品を作る
会社，海南省にシャフト，フィールを作る会社，
広西省に商用車エンジンメーカーとの合弁でス
ターター，オルタネーター用のモーターを作る
会社，天津市にボディ・コントロール・モジュー
ルを生産する会社を持っていた。2014 年当時
で，グループ全体の売上は 36.9 億元，A 社単
体の売上は 5 億元である。
　同社の主要生産品目は，自動車用のスター
ター，オルタネーター，マイクロモーターであ
る。生産能力は，年間でスターター 600 万台，
オルタネーター 600 万台，マイクロモーター
300 万台である。納入先は主に中国民族系の中
小完成車メーカーであるとのことであったが，
2014 年の中国新車販売台数が約 2,300 万台であ
ることを考えたとき，納入先は自動車メーカー
だけでなく農業用のトラクターメーカーなども
含まれるのではないかと推察できる。
　注目すべきは，2014 年 4 月から日系完成車
メーカーの中国独自ブランドの車両への納入を
開始していることである。これを可能にした
A 社の製品開発能力は，2012 年初頭に入社し
た韓国の自動車部品企業に勤めた経歴を持つ韓
国人エンジニア 2 名に負うところが大きい。日
系完成車メーカーとの共同開発は 2011 年末か
ら始まっているが，彼らの入社時期と日系完成
車メーカーへの納入受注の時期がほぼ一致する
ことが分かる。
　日系完成車メーカーへの納入は同社にとって
は一種の飛躍であるが，2014 年当時の状況で
は収益の面ではあまり役に立っていないとのこ
とであった。日系完成車メーカーの中国独自ブ
ランドであることから，スペックは日本企業の
それと同じレベルでありながら，納入価格では
相当厳しい低価格を要求されていたのである。
将来のビジネスチャンスを見込んで泣く泣く進
めてはいるものの，次の車種開発においても同
じような価格を要求されており，このビジネス
を継続するかどうかで悩んでいた。ただ，会社
の経営管理の面では，日系完成車メーカーとの
取引で多くのことを学んだとしている。
　生産量のほとんどを占める現地の中小民族系
完成車メーカー用の製品については低いスペッ
クのものが多いという。なお，完成車メーカー
からスペックが提示されない場合もあるという
ことから，現地の中小民族系完成車メーカーが
生産する車両の低いレベルをうかがえる。
　オルタネーターの生産ラインの場合，3 分の
2 は自動化ライン，3 分の 1 は手動組立ライン
で構成されている。生産ラインの組立設備はす
べて中国製である。2014 年訪問当時，韓国製
への交替を計画していた。生産ラインの他に，
いくつかの試験装置を有していたが，その設置
表 1　インタビュー調査の内訳
場　　所 調査時期 インタビュー対象者 インタビュー時間
A 社 重慶市 2014 年 8 月 副総裁，副総裁（韓国人），副総裁（韓国人） 3 時間（工場見学を含む）
B 社 重慶市 2018 年 2 月 総経理，副総経理，品質管理部長 3 時間（工場見学を含む）
B 社 重慶市 2019 年 2 月 総経理 2.5 時間（工場見学を含む）
C 社 重慶市 2019 年 2 月 総経理 1 時間（工場見学を含む）
D 社 江蘇省 2014 年 8 月 副総経理 3 時間（工場見学を含む）
E 社 江蘇省 2014 年 8 月 市場部経理 2 時間（工場見学を含む）
F 社 浙江省 2016 年 3 月 副総経理 1.5 時間
G 社 浙江省 2016 年 8 月 総経理 4 時間（工場見学を含む）
G 社 浙江省 2019 年 2 月 総経理，人事教育部部長 3 時間（工場見学を含む）
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状況からみて製品開発能力は決して高いとは言
えない状況であった。
　構成部品の内製化率は非常に低く，重要部品
のほとんどを中国の現地企業から調達してい
た。たとえば，オルタネーターの場合，電圧調
整器，整流器，回転子，整流子，フレーム，ベ
アリングなどを外注していて，内製しているの
はフレームの一部ダイキャスティング部品のみ
である。製品の独自開発はしているというもの
の，低い水準の製品開発と単純な組立が A 社
の主な事業内容であるといってよい。なお，中
国現地企業から調達している外注部品はレベル
が低いということで，同社の製品レベルもそれ
ほど高いものとは考えにくい。
　A 社は，地場の中小民族系完成車メーカー
への納入企業から中国独自ブランドとはいえど
も外資系完成車メーカーへの納入企業へと発展
を遂げていた。しかし，製品開発のほとんどを
2 名の韓国人エンジニアに依存しているところ
が大きな弱点であるといえそうである。今後，
彼らから中国人エンジニアへの知識移転がどの
ように進むかに同社の更なる発展がかかってい
るといえよう。
2 ．日系企業経験者が起業した B社
　重慶市に位置する B 社は，日系自動車部品
メーカーで 15 年間排気部品の仕事をしていた
現総経理が 2013 年に設立した民営の民族系自
動車部品メーカーである。2014 年から操業を
開始している。従業員は 100 名規模である。設
立当初から車体用のプレス部品を生産してお
り，工程は主にプレス工程と溶接工程で構成さ
れる。プレス機はすべて中国製で，溶接工程の
自動化は進んでおらずすべて溶接ガンをつかっ
た手動溶接であった。外国企業との技術提携は
一切ないという。総経理が日系企業の生産現場
を経験していることもあって，日本の 5S に安
全（Safety）を加えた 6S が実施されており，
生産現場には「8 大浪費」という看板が掲げら
れていた（図 1 参照）。まだ改善の余地は多々
あるものの，日本的な生産現場管理を目指して
いることが見て取れる。総経理は，長期的な視
点で人を大事にする経営を標榜していたが，こ
れも日系企業での勤務経験によるものではない
かと考えられる。
図 1　B社の 6S 現場管理と 8大浪費
出所：筆者撮影
　主要生産品目は外販を除く大物・小物のプレ
ス部品で，納入先は地場の中小民族系完成車
メーカーであった。乗用車とトラックの両方に
部品を納めており，近年は新能源（電気）自動
車向け部品も生産しているという。金型と製品
は自社開発のもので，完成車メーカーから 3D
データーをもらって，製品と金型を設計してい
る。検査設備治具を含む各種治具も自社開発の
ものを使っていた。ただし，完成車メーカーか
ら開発費用をもらっているので，金型も治具も
完成車メーカーの所有だという。
　2018 年訪問当時，中国の大手民族系完成車
メーカーからの大量受注の話があるということ
で，2019 年には近くに第二工場を建設する予
定であるとしていた。現在の第一工場は生産量
が少ないため自動化されていないが，大手民族
系完成車メーカー専用の第二工場では量が確保
されることから自動化の方向で検討していた。
ただ，工場建設のための資金確保がもっとも大
きな問題で，資金問題と技術問題を一気に解決
できる外資系企業との合弁も視野に入れて検討
しているとのことであった。もし外資との合弁
が実現したら製品の多角化も行いたいとしてい
た。
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　しかし，2018 年の中国自動車市場の全般的
な下降局面の中で，外資系完成車メーカーに比
べて民族系完成車メーカーの方がより販売台数
を落としており，特に中国自動車市場の底辺を
形成している地方の中小民族系完成車メーカー
は壊滅的な打撃を受けた。B 社のメインの納入
先も例外ではなく，年間生産は 2017 年の 3 割
の水準まで落ち込んだという。2019 年 2 月に
再訪問した際，B 社もその影響をもろに受けて
大変厳しい状況に陥っていた。B 社としては大
躍進になるはずであった，大手民族系完成車
メーカーへと納入の件も見送られ第二工場建設
の件も中止となっていた。今後，当面は資金繰
りの問題も含め厳しい状況が続きそうだが，こ
の時期をうまく乗り越えることができれば，金
型設計能力や生産現場管理能力といった B 社
のポテンシャルを生かせるチャンスはあるので
はないかと思われる。
3 ．積極的に設備投資を行っているC社
　C 社は，国営企業に勤めていた創業者が国
営企業の悪い効率，悪い品質に嫌気がさして
国営企業をやめて 1992 年に設立した会社であ
る。1999 年から創業者の 2 世が会社を引き継
いで総経理を務めている。50 代の現総経理は
中国の有名工業大学を卒業したこの分野の専門
家である。主要生産品目はガソリン車のエンジ
ン関係の部品であるカムシャフトである。従業
員 850 名（2017 年現在）の規模であった。カ
ムシャフトは大手自動車メーカーの場合，あま
り外注に出さない部品であるが，民族系完成
車メーカーを中心に中国国内の 28 社の自動車
メーカーに直納していた。輸出も行っていて，
米国の有名自動車メーカーにも直納している。
他には米国の船舶メーカーに直納しているとい
う。国内，海外を含めてアフターマーケット向
けのビジネスはやってない。
　C 社では鋳造から加工・研磨までを同じ敷地
で行っていた。工場の中は，最新の自動化設備
がずらりと並んでいた。1 直 600 本の生産能力
を持つ 20 個のラインで，月 20 万本を生産して
いるという。注文が多い時は 3 直体制で生産を
行うときもある。現在の総経理が就任して 10
年目の 2010 年ごろから毎年数千万元の設備投
資を行っているという。投資資金はすべて自己
資本で，機械設備の調達先は主に日本，韓国，
台湾であるが，日本の設備メーカーがメインで
ある。2019 年訪問当時，日本の設備メーカー
からメンテナンスのために 2 名の日本人が派遣
されて常駐していた。総経理は，年に 7 ～ 8 回
日本の設備メーカーを訪問して意見交換を行っ
ているという。
　設備の自動化に踏み込んだ理由は，工場の効
率向上，品質安定，取引先の拡大であった。し
かし，一気に設備投資を行ったわけでなく，ラ
インのレイアウト，人と設備の対応関係などを
少しずつ改善しながら，徐々に自動化を進めて
おり，現在も進行中であるという。エンジン系
の部品は完成車メーカーが力をつけてくると内
製に切り替える傾向のある部品ではあるが，そ
の一方でコスト圧力などにより内製していたも
のを外注に回す企業も現れ始めており，2019
年訪問当時，米国の別の有名自動車メーカーか
らもビジネスの引き合いがあるということで，
自働化設備とその運用ノウハウを備え持つＣ社
にとっては今後更なる発展の可能性があると考
えられる。
Ⅲ　江蘇省の中小民族系自動車部品
メーカーの事例
1．アフターマーケット向けから完成車メー
カーへの直納を始めたD社
　1992 年に農業機械部品を販売する小さな会
社（民営企業）として江蘇省常州市でスタート
した D 社グループは，1995 年に第一工場を，
2012 年に第二工場を立ち上げている。第一工
場では自動車用ランプ，内装用プラスチック製
品を，第二工場では自動車用サイドミラーを生
産している。第一工場と第二工場は別会社と
なっており，本稿で対象とする D 社は第二工
場である。2013 年実績で第一工場では 10％，
第二工場では 30％の売上成長を記録している。
　D 社は主に海外のアフターマーケット向けの
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製品（ベンツ，BMW，アウディ，フォルクスワー
ゲン，トヨタ，ホンダ，マツダなど）を生産し
ていて，2014 年訪問当時も生産量の 80％は中
東，中南米のアフターマーケットに輸出されて
いた。2014 年から完成車メーカーへの納入を
始めており，2015 年の目標としては完成車メー
カーへの納入 3 分の 1，国内アフターマーケッ
ト 3 分の 1，海外輸出（アフターマーケット）
3 分の 1 にしたいということであった。
　2014 年に始まった完成車メーカーへの納入
は浙江省の中国民族系完成車メーカーへの直納
と自動車用サイドミラーを生産する地場部品企
業を経由しての外資系完成車メーカーへの納入
である。中国民族系完成車メーカーへの直納
は D 社が設計して承認を得る承認図方式であ
る。地場部品企業を経由しての外資系完成車
メーカーへの納入は貸与図方式で，外資系完成
車メーカーが図面を貸与する形で地場部品企業
に生産を委託し，地場部品企業がさらに D 社
に生産を委託する形である。地場部品企業は D
社だけでなく多くの企業に生産委託をしている
ため，D 社に回ってくる委託生産量はそれほど
多くないという。
　2014 年訪問当時，第一工場には 400 名弱，
第二工場には 100 名強の従業員がいた。従業
員の 30％以上は専門学校卒以上だという。第
二工場（D 社）には，樹脂成型機，8 つのリア
ビュー・ミラーの組立ラインがあってライン別
に一つの製品を生産している。ラインはそれほ
ど長くないがコンベアベルトで動いていて，1
ライン当たり 4 ～ 5 名の作業者が作業を行って
いた。2014 年訪問当時，これらとは別に 2 つ
の半自動化ラインを設置中であった。2014 年
から始まった中国民族系完成車メーカーへの直
納製品の生産は別途工場で行っているという。
年間 50 万個（25 万台分）を生産していて，試
験装置，実験装置も備えている。
　内製率が 70％と高く，プラスチック部品は
全て内製している。モーター，ケーブル，ミラー
は外部調達しているが，特殊型のミラーは内製
しているという。モーターはほとんど中国製を
使っているが，高価格帯のベンツ用製品（アフ
ターマーケット向け）ではドイツから輸入した
モーターを使っている。金型も内製している。
金型切削機は台湾製だという。訪問調査時の工
場見学では，金型をやすりでメンテナンスして
いるベテラン社員の姿が印象的だった。
　同社が位置する鎮は，江蘇省の中でも上海市
に近いという地理的な利点から，自動車とオー
トバイの部品を生産する産業集積地としての長
年の歴史を持っている。鎮内には 2,000 社以上
の部品会社があって，中国政府によって名鎮に
指定されており，税金減免などの優遇措置があ
るという。興味深いのは，鎮内の 2,000 社の間
で人の流動性が非常に高いということであっ
た。鎮内 2,000 社で働く人員の約半分は地元の
人で残りの半分が外部からの流入人口（約 5 ～
6 万人）であるが，特に流動性が高いのは外部
からの流入人口であるという。だからといって，
鎮内の会社間の関係が悪いわけではなく，各社
は鎮の部品サプライヤ団体のメンバーになって
いてトップ同士の仲も良く，企業連合のような
性格もあるという。ただ，企業間の高い人の流
動性によって離職率が高いのは従業員の熟練形
成において大きな問題となっている。エンジニ
アや管理職の離職率は 1％に留まっているが，
現場作業者の離職率は 5％におよび経験と熟練
が大事な D 社にとっては大きな問題となって
いる。
　人の採用は，特に高いレベルの作業者が必要
な機械操作要員の採用が難しいという。賃金は
1 年に 1 回の契約で，半年に一度部分的調整を
行うという。上海に隣接している江蘇省に位置
していることもあって，賃金の圧迫が年々強く
なり，高付加価値製品を扱う第二工場を立ち上
げたという。第二工場では外部の研究所と提携
して高技術製品の生産を目指している。
2 ．中国国営企業の技術者が設立した E社
　E 社は，江蘇省常州市に位置する中国民族系
自動車部品メーカーである。トラック用サイド
ミラーのミラーを作っている。製品は，主に欧
州，北南米，中東，東南アジアに輸出されてい
る。中国国内の完成車メーカーはかなりクロー
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ズドな調達体制を構築しているためなかなか入
れないとのことであった。
　同社は，中国国営企業で 15 年間ミラー設計
の仕事をしていた現総経理が 2000 年に自己資
本 10 万元で 2 台の機械を買って始めた民営企
業である。当初は小さな家族ビジネスだったそ
うである。自動車のサイドミラー・メーカーに
ミラーを納入する 2 次サプライヤである。2014
年当時はトラック用サイドミラーを作る米国
企業が最も大きな顧客であった。輸出比率は
70％で，輸出先は米国と英国だという。残りの
30％は中国国内向けで 3 次サプライヤになって
いるという。
　工程は，ガラス搬入から始まり，切断⇒カド
取り⇒洗浄⇒目視検査⇒加熱処理（曲げる）⇒
検査⇒切断⇒ミラー加工，で構成されるが，重
要工程である洗浄とミラー加工に使われる設備
は台湾製である。品質を保つために最も重要な
要素は設備そのものとその管理であるという。
ラインは 3 つあり，1 日に 1 万個を生産してい
た。従業員は現場作業者が 80 人，職員が 20 人
の規模であった。
Ⅳ　浙江省の中小民族系自動車部品
メーカーの事例
1．技術者集団によって設立された F社
　浙江省嘉興市に位置する F 社は，形は香港
企業との中外合資（国際合弁）形態であるが，
実質的には温州市出身の金型技術者が設立した
私営企業である。1995 年に温州市に工場をオー
プンしたが，オーナーをはじめとする技術者集
団による創業で，設立当初から設計能力を持っ
ていたという。2005 年に現在の嘉興市に移転
している。2016 年の訪問調査当時には創業者
の 2 世が 2 代目の総経理を務めていた。人員は
200 名規模で（2016 年 3 月現在），製品設計に
5 ～ 6 名，工程設計に 20 名が配置されていた。
　金型の独自開発能力を有しており，世界中の
どの車種でも設計・制作が可能だという。2016
年当時は 100 種類以上のシャッシ部品を生産し
ていた。2009 年以前は全量をアメリカ，スペ
イン，東南アジアなどの海外アフターマーケッ
トに輸出していたが，2009 年からは国内完成
車メーカー向けの生産も行っている。しかし，
安定した量が確保できることから海外アフター
マーケットへの輸出も依然続けているという。
2016 年当時の売上構成は，国内完成車メーカー
への直納が 4 割，国内アフターマーケットが 1
割，海外アフターマーケットが 5 割だという。
同社が納入している国内完成車メーカーは 3 社
で，なかには広西省所在の大手中国民族系完成
車メーカーも含まれている。
　同社が扱う設計図面には 2 種類がある。一つ
はアフターマーケット向け製品の設計図面で，
これは先方から設計図面が送られてくる。これ
を基に，海外の整備業者の要求に従って改良設
計を行っているという。もう一つは，完成車メー
カーの新車開発に伴う設計図面で，これは完成
車メーカーからくる要求事項に沿って F 社が
設計を行っているという。つまり，承認図方式
である。
2 ．外国企業からの技術導入と内発的努力が融
合しているG社
　G 社は，1972 年に地域の人民公社農機廠と
して設立された歴史の古い企業である。1974
年からアフターマーケット用の自動車部品の生
産を始め，現在は主に自動車のサスペンション
系とステアリング系の機能部品を生産してい
る。1994 年に民営化された同社は，1995 年に
日本企業と合弁契約を結び，現在は外資系企業
となっている。しかし，その出発が中国民族系
の自動車部品メーカーであることから，中国民
族系自動車部品メーカーの能力構築の一手段と
して外資企業との合弁が活用されているという
点で，本稿の事例として取り上げている。その
ような趣旨から，ここでは日本側の海外進出の
視点ではなく，中国側の技術導入の視点から事
例を記述していくことにする。
　合弁契約を締結してからの最初の 3 年間は日
本側主導の経営が行われていた。10 名以上の
日本人駐在員が在籍し，総経理は日本人，副総
経理は中国人（現総経理）という体制であった。
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出資比率も日本側がマジョリティを取っていた
という。納入先はすべて中国に進出した日系完
成車メーカーであり，日本から図面をそのまま
持ってきて生産を行っていたという。
　しかし，合弁開始 3 年後からは双方の合意に
よって中国側へと経営権の移転がなされた。出
資比率を対等な比率に変更するとともに，日本
人駐在員も順次撤退した。合弁当初の中国人副
総経理が総経理となり，この体制は 2016 年と
2019 年の訪問調査時にも続いていた。現中国
人総経理は 1979 年に G 社に入社した生え抜き
である。中国側主導の経営に代わってから現総
経理が取り組んだのは納入先の拡大である。現
在は，日系完成車メーカー 3 分の 1，欧米系完
成車メーカー 3 分の 1，中国民族系完成車メー
カー 3 分の 1 の構成になっている。合弁契約に
よって合弁前の 2 倍になった同社の売上は，経
営権の中国側への移転によってさらに 3 倍に増
えたという。その後も，同社は順調に発展を遂
げて，2016 年訪問当時，従業員は 1,600 名，売
上は 20 億元規模の会社となっていた。
　G 社は，契約によって最初の 10 年間売上の
一定比率をロイヤリティーとして日本側に支
払っていたが，その対価として日本側から移転
された技術によって G 社は製品技術の面でも
工程技術の面でも飛躍的な発展を遂げた。ここ
で，蓄積した技術を基に欧米系完成車メーカー
へと納入を拡大していく中で，更なる技術蓄積
が行われたという。現在，以前のようなロイヤ
リティーの支払いはなく，日本側が関与する日
系メーカーへの納入プロジェクトベースで個別
にロイヤリティーが支払われているという。こ
のように日系企業だけでなく，欧米系企業や中
国系企業との取引を通じた学習が行われ，日本
側パートナーから移転された技術にとどまら
ず，追加の独自技術を持つようになったところ
に G 社の強みがあるといえそうである。
　G 社の納入方式はすべて承認図方式である。
日系完成車メーカー向けの製品開発は日本側と
一緒に対応しているが，欧米系や中国系の完成
車メーカー向けの製品開発は日本側の関与なし
に G 社の製品開発部（40 名体制）が独自に行っ
ている。
　G 社で特筆すべきは，機械加工設備，組立自
動化設備，試験検査設備，冶具など，ロボット
以外はほとんどの設備を内製している点である
（ロボットは日本から輸入）。合弁当初は日本側
から設備を導入していたが，その後の生産拡大
においては日本側の関与なしに独自の設備開発
チームが設備を内製している。設備を製造する
40 名強の専門部署があるという。設備を内製
する理由は，内製した方が安いのと，メンテナ
ンスがしやすいからだという。この設備の内製
で活躍しているのが，現総経理が日本から独自
に採用した 4 名の日本人エンジニアである。こ
れら日本人エンジニアは設備の内製を担当する
と同時に，中国人エンジニアの体系的な育成に
も取り組んでいた。
　さらに，主に新人教育のための施設が教育棟
として別途設けられていた。いわゆる日本企業
でよく見かける道場のようなものである。そこ
には，製品そのものや製品が作られていく工程
を紹介するコーナーがあり，組付けと加工の標
準作業を訓練するためのコーナーと品質，安全，
改善，5S を教育するためのコーナーがそれぞ
れ設けられていた。新人が入るたびに随時この
教育棟を使って教育を行っているという。教育
棟には専任の担当者が配置されていた。
　2018 年には日本側との間で共生共栄のため
の新たな契約を結んでいる。新契約は，以前の
ような一方通行的な契約ではなく，相互の強み
を共有するためのものであるという。G 社が日
本側から学ぼうとしているのはトヨタ生産方式
に代表される生産現場管理能力の更なる強化で
あり，日本側は G 社から欧米完成車メーカー
への対応や電気自動車関連の対応について学ぼ
うとしているとのことであった。
Ⅴ　おわりに
　以上，本稿では中国の重慶市，江蘇省，浙江
省に位置する 7 社の中小民族系自動車部品メー
カーの実態を，能力構築と事業形態の面に焦点
を当ててみてきた。これら 7 社の事例から見え
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てきたのは，中国の中小民族系自動車部品メー
カーが現在の能力を持つようになったソースと
して，創業者が創業前に国営企業または外資系
企業で積んだ経験（B 社，E 社，F 社），外国
製の機械設備（C 社，E 社），外国企業からの
直接的な技術導入（G 社），外国人エンジニア
の採用（A 社，G 社），総経理の企業家精神（C
社，G 社），海外アフターマーケットでの事業
経験（D 社，F 社）などがあるということである。
　なお，中小民族系自動車部品メーカーの事業
形態としては，海外アフターマーケットでの販
売，中小民族系完成車メーカーへの納入，大手
民族系完成車メーカーへの納入，外資系完成車
メーカーへの納入があり，後者になるにつれて
高い能力が求められるということも明らかにす
ることができた。ただ，海外アフターマーケッ
トでの販売は新車開発に伴う完成車メーカーへ
の納入とは違って，安定した量が確保できるこ
とからその事業形態を維持している企業もみら
れ，単純に海外アフターマーケット・ビジネス
を行っているからといってその企業の能力が低
いとは限らないという点には注意が必要であ
る。
　本研究のような，企業の発展プロセスを題材
とする研究は長期的な定点観測を必要とする。
本稿で取り上げた 7 社の中からも，今後さらな
る発展を遂げる企業と事業撤退を余儀なくされ
る企業が出てくるであろう。本稿にはすでに 2
回の訪問調査を行った事例が含まれているが，
今後これらの対象企業に対して更なる定点観測
を続けていく必要があると思われる。
追記：
本研究は，中京大学企業研究所研究プロジェク
ト「日本企業の新興国戦略」（2014 ～ 2015 年度，
研究代表者：銭佑錫）と「中国の電気自動車市
場における日中韓企業の協力と競争」（2016 ～
2018 年度，研究代表者：銭佑錫）および中京
大学特定研究助成「中国民族系自動車部品メー
カーの能力構築と事業形態の変遷に関する調査
研究」（2015 年度）の助成を受けたものである。
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